
　　当社は、平成２７年度第３四半期（４～１２月）決算の

平成２７年度第３四半期（４～１２月）決算について

　　概要について、次のとおり取りまとめました。
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Ⅰ．平成２７年度第３四半期決算の概要

 ○ 連 結 決 算
１．連結経営成績（累計）

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( )

( )
(注１) パーセント表示は、対前年同四半期増減率

(注２) 営業損益、経常損益、親会社株主に帰属する四半期純損益、１株当たり四半期純損益欄の△は、損失を示しております。

(注３) 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結会計期間より、

　　 「四半期純損益」を「親会社株主に帰属する四半期純損益」としております。

２．連結財政状態

 ○ 単 独 決 算
１．経営成績（累計）

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( )

( )
(注１) パーセント表示は、対前年同四半期増減率

２．財政状態

　

22,463 －

              　　      円 　銭　

△ 20,596 －

経 常 損 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

△ 8.91

売　上　高 営 業 損 益

27年３月期第３四半期 489,283 10.0 △ 9,496 －

28年３月期第３四半期 520,804 6.4 33,173 －

親会社株主に帰属する四半期純損益 １株当たり四半期純損益

百万円 ％

28年３月期第３四半期 1,820,694 205,729

27年３月期第３四半期

百万円 百万円 ％

28年３月期第３四半期 19,500 － 94.87

27年３月期第３四半期 △ 1,832 －

総  資  産 純  資  産 自己資本比率

10.7

27 年 ３ 月 期 1,815,675 188,392

経 常 損 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１株当たり四半期純損益

百万円 ％               　　      円 　銭　

－

468,379 9.8 △ 9,336 －

四半期純損益

売　上　高

6.8 29,457 － 19,138500,076

(注２) 営業損益、経常損益欄の△は、損失を示しております。

0.20

－28年３月期第３四半期 17,879

27年３月期第３四半期 41 －

(注４) 「１株当たり四半期純損益」は「親会社株主に帰属する四半期純損益」により算定しております。

総  資  産 純  資  産 自己資本比率

164,917 9.4

27 年 ３ 月 期 1,749,602 147,501 8.4

百万円 百万円 ％

28年３月期第３四半期 1,751,282

86.98

△ 19,350

9.8

－

営 業 損 益

28年３月期第３四半期

- １ -



Ⅱ．連 結 決 算 の 概 要

（単位：百万円）

[ ] [ ] [ ] [ ] [ ]

以下のとおり表示を変更しております。

「少数株主損益調整前四半期（当期）純損益」　→　「四半期（当期）純損益」

「少数株主損益」　　　　　　　　　　　　　　→　「非支配株主に帰属する四半期（当期）純損益」

「四半期（当期）純損益」　　　　　　　　　　→　「親会社株主に帰属する四半期（当期）純損益」

北海電気工事㈱ 北海道計器工業㈱ 北電総合設計㈱

北電興業㈱ 北海道ﾊﾟﾜｰｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ ㈱ほくでんｱｿｼｴ

苫東ｺｰﾙｾﾝﾀｰ㈱ ほくでんｴｺｴﾅｼﾞｰ㈱

ほくでんｻｰﾋﾞｽ㈱ 北海道総合通信網㈱

ほくでん情報ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱

　　　　（当期）純損益、親会社株主に帰属する四半期（当期）純損益欄の△は、損失を示しております。

増　　減 前年同期比％

(A)/(B)

前　　期

当第３四半期連結累計期間の収支につきましては、収入面では、販売電力量の減少に加え、燃料価格

また、経営全般にわたる徹底した効率化への継続的な取り組みのもと、支出面では、再生可能エネル

の低下による燃料費調整額の減少はありましたが、平成２６年１１月から実施した電気料金の値上げや

の減少や燃料価格の低下による燃料費の減少などにより、営業費用は、前年同期に比べ１１１億円

どはありましたが、前年同期の損失から２１３億円改善し、１９５億円の利益となりました。

再生可能エネルギーの固定価格買取制度の影響などにより、営業収益（売上高）は、前年同期に比べ

ギーの固定価格買取制度の影響や経年化対策工事などによる修繕費の増加はありましたが、販売電力量

３１５億円（６.４％）増加の５,２０８億円となり、これに営業外収益を加えた経常収益は、３０９億

年同期の損失から４３０億円改善し、２２４億円の利益となりました。また、親会社株主に帰属する四

以上により、営業損益は、前年同期の損失から４２６億円改善し３３１億円の利益、経常損益は、前

円（６.３％）増加の５,２３１億円となりました。

(△２.２％）減少の４,８７６億円となり、これに営業外費用を加えた経常費用は、前年同期に比べ

１２１億円(△２.４％）減少の５,００６億円となりました。

半期純損益は、純資産の毀損を抑制するため平成２６年４月に渇水準備引当金を全額取り崩した反動な

106.4

78.9

97.8

△ 758

連 結 子 会 社 持 分 法 適 用 会 社

(A) (A)-(B)

33,173

合　　　　計 500,645

19,648

479,131

31,521

467,103

2,921

22,463

経
常
収
益

営 業 収 益 ( 売 上 高 )

電 気 事 業 営 業 収 益

営 業 外 収 益 2,305

－

△11,148

106.831,701

99.2△ 179

96.1

営 業 費 用

そ の 他 事 業 営 業 費 用

△10,389

97.8

97.6

523,109 106.3492,205

22,478

1,190

22,463

19,737

連 結 収 支比 較表

22,000

520,804

498,804

△ 616

合　　　　計 30,904

489,283

22,179

前第３四半期
連結累計期間連結累計期間
当第３四半期

(B)

△ 1,007

19,391△19,391

△20,596

そ の 他 事 業 営 業 収 益

42,669

－

－

△ 1,204

－

92.8

－

△12,155

43,060経 常 損 益

営 業 外 費 用 14,021

512,801

13,014

渇水準備金引当又は取崩し

経
常
費
用

電 気 事 業 営 業 費 用

487,631

－

△ 9,496

498,779

468,742

［ 営 業 損 益 ］

18,889

2,938

連 結 対 象 会 社

21,332 －△ 1,832

△ 909

△ 2,741

税 金 等調 整前 四半 期 (当期 )純 損益

法 人 税 等

19,500

2,726 1,536

四 半 期 ( 当 期 ) 純 損 益

236非支配株主に帰属する四半期（当期）純損益

23,668

1,145

親会社株主に帰属する四半期（当期）純損益

－

177.5

※ ㈱ほくでんｽﾎﾟｰﾂﾌｨｰﾙｽﾞは、平成27年９月１日に清算を結了したことに伴い、第２四半期連結会計期間から持分法適用会

　　社より除外しています。なお、清算結了時までの持分法投資損益は、連結損益計算書に含めています。

 (注２)  営業損益、経常損益、税金等調整前四半期（当期）純損益、四半期（当期）純損益、非支配株主に帰属する四半期

 (注１) 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結会計期間より、

692,925

662,237

30,687

4,475

697,401

688,175

660,954

27,221

18,569

706,744

4,750

△ 9,343

△19,391

10,047

7,966

2,081

△ 857

- ２ -



Ⅲ．単 独 決 算 の 概 要

１．需    要

この結果、販売電力量合計では、４.７％の減少となりました。

（単位：百万ｋＷｈ）

２．供    給

（単位：百万ｋＷｈ）

26,360

△ 26 77.9

4,240 4,980 △ 740

△ 45 △ 59 233.6

98.418,657 18,957 △ 300

93 119 162

合 計 22,798 23,901 △ 1,103 95.4 33,134

揚 水 用 △ 104

他 社 受 電

融 通 5

△ 47

12

6,80985.2

9 △ 4 44.8

原 子 力

(   －)

前　　期

( 出 水 率 ％ ) ( 97.2) ( 95.9) ( 1.3)

火 力 15,730

増　　減 前年同期比％

16,073

2,834 2,765

－

(   －)(   －)(設備利用率 ％ )

102.5

－ －

新 エ ネ ル ギ ー 等

－

なお、昨年１１月１日には京極発電所２号機が営業運転を開始いたしました。

22,804△ 343 97.9

69

前第３四半期

(   －)

累  計  期  間 累  計  期  間

(A) (B)

水 力

当第３四半期

(A)-(B) (A)/(B)

( 97.9)

自
　
　
社

計

－

3,394

供 給 電 力 量

泊発電所が全基停止していることに加え、火力発電所の計画外停止・出力抑制などがありました・

電 力 1,280 1,365 △ 85 93.7

以　外 電 灯 電 力 計 9,214 △ 295 96.8

合 計 20,190 21,189 △ 999 95.3 29,810

16,14511,975 △ 704 94.1

13,665

11,236

模需要

△ 210 97.3

8,919

7,639

2,429

特定規 電 灯 7,849

が、供給設備の適切な運用を図ったことなどから、安定供給を維持することができました。

・ 電灯および電力は、春先の気温が前年に比べ高く推移したことによる暖房需要の減少や節電のご協

力をいただいた影響などにより、３.２％の減少となりました。

・ 特定規模需要は、業務用での契約電力の減少や紙・パルプ、鉄鋼業での生産減などにより、

・

販 売 電 力 量

(B) (A)-(B) (A)/(B)

５.９％の減少となりました。

前　　期
累  計  期  間 累  計  期  間

(A)

当第３四半期 前第３四半期
増　　減 前年同期比％

特 定 規 模 需 要 11,271

- ３ -



３．収    支

（１）収    益

（４.２％）の増加となりました。

（２）費    用

した。

（３）損    益

減価償却費は、定率償却による逓減効果などにより、１８億円（△２.８％）の減少となりま

・

・

・

支払利息は、ほぼ前年同期並みとなりました。

（△１７.０％）の減少となりました。

・ 燃料費・購入電力料は、販売電力量の減少や燃料価格の低下などにより、３８１億円

修繕費は、経年化対策工事の増加などにより、１１１億円（２３.３％）の増加となりま

した。

・ 電灯・電力収入は、販売電力量の減少に加え、燃料価格の低下による燃料費調整額の減少は

・ 人件費は、退職給付会計に係る費用の増加などにより、５４億円（１６.６％）の増加となり

その他収益は、再生可能エネルギーの固定価格買取制度に基づく交付金の増加などにより、・

・

１１９億円（３８.０％）の増加となりました。

この結果、経常収益合計では、３０５億円（６.５％）増加し、５,０２４億円となりました。

ました。

ありましたが、平成２６年１１月から実施した電気料金の値上げなどにより、１８６億円

その他費用は、再生可能エネルギーの固定価格買取制度に基づく納付金の増加などにより、・

１５７億円（１４.５％）の増加となりました。

・

利益となりました。

この結果、経常費用合計では、７９億円（△１.６％）減少し、４,８３３億円となりました。

を全額取り崩した反動などはありましたが、前年同期に比べ１７８億円増加し、１７８億円の

・ 以上により、経常損益は、前年同期の損失から３８４億円改善し、１９１億円の利益となりま

した。また、四半期純損益は、純資産の毀損を抑制するため平成２６年４月に渇水準備引当金

- ４ -



収 支 比 較 表 （単位：百万円）

電 灯 料 205,865 197,971 7,893 104.0 286,938

電 力 料 253,185 242,468 10,716 104.4 339,386

(　小　　計　) ( 459,050 ) ( 440,440 ) ( 18,609 ) ( 104.2 ) ( 626,325 )

そ の 他 収 益 43,396 31,441 11,954 138.0 42,664

［ 売   　　上　   　高 ］ [ 500,076 ] [ 468,379 ] [ 31,696 ] [ 106.8 ] [ 663,929 ]

合 計 502,447 471,882 30,564 106.5 668,989

人 件 費 38,136 32,703 5,433 116.6 45,189

燃 料 費 ・ 購 入 電 力 料 186,661 224,804 △ 38,143 83.0 303,672

修 繕 費 59,203 48,019 11,183 123.3 70,769

減 価 償 却 費 62,819 64,636 △ 1,817 97.2 87,742

支 払 利 息 12,253 12,563 △ 310 97.5 16,634

そ の 他 費 用 124,236 108,505 15,731 114.5 153,739

合 計 483,309 491,232 △ 7,923 98.4 677,748

[ 29,457 ] [ △ 9,336 ] [ 38,794 ] [ － ] [ 4,517 ]

19,138 △ 19,350 38,488 － △ 8,758

－ △ 19,391 19,391 － △ 19,391

19,138 41 19,097 － 10,633

1,259 － 1,259 － 6,402

17,879 41 17,837 － 4,230

（注）営業損益、経常損益欄の△は、損失を示しております。

(A)/(B)

法 人 税 等

［ 営 業 損 益 ］

経 常 損 益

渇水準備金引当又は取崩し

税引前四半期(当期)純損益

経
　
 
常
　
 
収
　
 
益

経
　
 
常
　
 
費
　
 
用

当第３四半期 前第３四半期

四 半 期 ( 当 期 ) 純 損 益

前　　期前年同期比％増　　減
累  計  期  間 累  計  期  間

(A) (B) (A)-(B)

- ５ -



Ⅳ．業 績 の 見 通 し

○ 連 結 業 績 見 通 し

　２８年３月期連結業績予想 (単位：百万円)

（対前期増減率） （△３.５％程度）

○ 単 独 業 績 見 通 し

　２８年３月期単独業績予想 (単位：百万円)

※ 対前回増減は、平成２７年１０月３０日に公表した業績予想との差を記載しております。

※
 ５０＄／bl程度（１月以降３５＄／bl程度）として想定しております。

業績予想を算定しましたのでお知らせいたします。

通期の為替レートは１２１円／＄程度（１月以降１２０円／＄程度）、原油ＣＩＦ価格は

ます。

績の達成状況等を確認しながら、復配について検討を進めてまいります。

より、経常損益は前期の損失から改善し、利益となる見通しであります。

経 常 利 益 ２０,０００ － ２９,０００

販 売 電 力 量 ２８８億kWh程度 △１億kWh程度 △１０億kWh程度

△６,０００ ３３,０００

営 業 利 益 ３５,０００

通 期
対 前 回 増 減 対 前 期 増 減

３４,０００

－ １９,０００

当 期 純 利 益 １９,０００ － １５,０００

売 上 高 ６９７,０００

－ ３１,０００

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 ２２,０００

経 常 利 益 ２５,０００ －

売 上 高 ７２６,０００ △６,０００ ３３,０００

営 業 利 益 ４０,０００ － ３６,０００

期末配当につきましては、普通株式および優先株式ともに引き続き未定といたしますが、今後、当期業

通 期
対 前 回 増 減 対 前 期 増 減

の値上げや再生可能エネルギーの固定価格買取制度の影響などにより、売上高は増収となる見通しであり

会社株主に帰属する当期純利益は２２０億円程度となる見通しであります。

　通期の業績につきまして、平成２７年１０月３０日に公表した業績予想を修正いたしました。

また、経営全般にわたる徹底した効率化への継続的な取り組みのもと、支出面では、経年化対策工事

などによる修繕費の増加はありますが、販売電力量の減少や燃料価格の低下による燃料費の減少などに

この結果、売上高は７,２６０億円程度、営業利益は４００億円程度、経常利益は２５０億円程度、親

　販売電力量および売上高につきましては、業務用での契約電力の減少など至近の動向を反映し、前回業

績予想を修正いたしました。

　また、損益につきましては、高稼働を続ける火力発電所の稼働状況などを見極める必要があることから

未定としておりましたが、泊発電所の年度内停止を前提に、至近の火力発電所の稼働状況などを踏まえ、

平成２８年３月期の連結業績予想につきましては、前期に比べ、収入面では、販売電力量の減少に加

え、燃料価格の低下による燃料費調整額の減少はありますが、平成２６年１１月から実施した電気料金

- ６ -



○ 平成28年3月期第3四半期（累計）実績（対前年同期比較）

 ■ 平成２６年１１月から実施した ５７５  ■ 燃料価格の低下による燃料費調整額 ３６３ 

　　電気料金の値上げによる増収 　　の減

 ■ 燃料価格の低下による燃料費の減 ３６５  ■ 販売電力量の減少による売上高の減 １８２ 

 　 
 ■ 販売電力量の減少による燃料費の減 １３２  ■ 修繕費の増 １１１ 

　  (経年化対策工事の増　など）

 ■ その他 ３２ 

 ■ 経常損益の好転 ３８４  ■ 前年同期の渇水準備金 １９３ 
　　全額取り崩しの反動

 ■ 法人税等 １２ 

当社単独決算における経常損益・四半期純損益の変動要因

（億円）

好　転　要　因 悪　化　要　因

差し引き　３８４億円　好転

（億円）

好　転　要　因 悪　化　要　因

差し引き　１７８億円　好転

参 考 １

【経常損益の変動要因】

【四半期純損益の変動要因】

・海外炭火力発電所稼働減

・固定資産税の増

・退職給与金の数理計算上の差異償却増 など

（億円）

売 上 高 ５,０００ ４,６８３ ３１６

営 業 損 益 ２９４ 　　　  △      ９３ ３８７

経 常 損 益 １９１ △ １９３ ３８４

四 半 期 純 損 益 １７８ ０ １７８

28年3月期第3四半期 27年3月期第3四半期 増　減

実　績　① 実　績　② ①－②

［４１百万円］

- ７ -



○ 平成28年3月期通期見通し（対前年度比較）

 ■ 平成２６年１１月から実施した ７００  ■ 燃料価格の低下による燃料費調整額 ５８０ 

　　電気料金の値上げによる増収 　　の減

 ■ 燃料価格の低下による燃料費の減 ５８０  ■ 販売電力量の減少による売上高の減 １８０ 

　

 ■ 販売電力量の減少による燃料費の減 １３０  ■ 修繕費の増 １５０ 
　　(経年化対策工事の増　など）

 ■ 海外炭火力発電所稼働減による ５０ 

　　燃料費の増

 ■ その他 １６０ 

 ■ 経常損益の好転 ２９０  ■ 前年度の渇水準備金 １９０ 
　　全額取り崩しの反動

 ■ 法人税等 ５０ 

好　転　要　因 悪　化　要　因

差し引き　１５０億円程度　好転

（億円程度）

当社単独業績見通しにおける経常損益・当期純損益の変動要因

（億円程度）

好　転　要　因 悪　化　要　因

差し引き　２９０億円程度　好転

【経常損益の変動要因】

【当期純損益の変動要因】

・固定資産税の増

・退職給与金の数理計算上の差異償却増

・情報処理費用の増 など

・前年度繰延税金資産の

一部取り崩しの反動 など

参 考 ２

売 上 高 ６,９７０億円程度 ６,６３９億円 ３３０億円程度

営 業 損 益 ３５０億円程度 ４５億円 ３１０億円程度

経 常 損 益 ２００億円程度 △　８７億円 ２９０億円程度

当 期 純 損 益 １９０億円程度 ４２億円 １５０億円程度

増　減

見 通 し　① 実　績　② ①－②

28年3月期 27年3月期

- ８ -
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